
藤沢提出資料（復興政策10年間の振り返りに関する有識者会議第2回）

1.総論等
・「事前復興の必要性」「企業・NPO等協働の重要性」等、委員より共通して重要とされた項目に
ついては、特出しして詳細に記述するとともに、「概要」などでも強調して記述してはどうか。

2.被災者支援
・被災者支援は超長期的な課題である(心は完全に癒えない)。施策の「結果(成果)目標(アウト
プット)」は事業期間内で達成すべき指標であるが、加えて「状態目標(アウトカム)」も設定し、その
状況が維持されることを目指すべき。例えばコミュニティ形成支援では「自治会成立数」が結果目

標として設定されるが、「人と人とのつながりが維持されているか」等といった状態目標を設定し、

状況を保つための施策を促すべき。

3.住まいとまちの復興
・人口減少を見据えたまちづくり計画がなぜできなかったのかを検証すべき。事前復興(復興事
前準備)は重要と考える自治体が多いが、政策優先順位が高まりにくく、実施できている自治体
は限定的。国の関わりについて明記すべき。

4.産業・生業の再生
・施設復旧だけでなく、売上回復のための取組の必要性と、行われた取組が十分だったのかの

検証が必要。また増田委員が言及したように、地域産業の再構築の観点で何が行われるべき

だったかを検討すべき。

6.協働と継承
・内閣府「地方創生人材支援制度」

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/jinzai-shien/index.html では、全国の小規模自治体に対
して、国家公務員・民間企業の専門家などが毎年100名程度派遣され、近年では「環境政策」「デ
ジタル政策」「観光」「プロモーション」等の分野で支援が行われている。内閣府が「マッチング」

「研修」等を実施しており、復興分野でも同様の取組が行われるべき。

7.復興を支える仕組み
・「市町村を越えた単位の主体が必要」について。復旧復興期に予算が大規模になっても職員数

を必ずしも増やすことはできない。企画調整を行える職員はその中でも限られる。また事業ス

ピードやメリハリよりも、地域バランスや公平平等が優先されることも多く、必要な事業が組まれ

づらいこともある。自治体の枠組みを越えて、優先順位をもった復興推進主体が求められる。

・「復興基金」について。複数年度の予算執行や、市町村を越えた主体への財源のために、復興

基金は有効に活用できる。低金利下であったとしても、直営方式ではなく財団方式などの外部委

託方式を前提とすべき。
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「地方創生人材支援制度」ＨＰ（抜粋）



都道府県 派遣市町村

北海道
富良野市（Ｄ、Ｇ）、当別町（Ｄ）、乙部町（Ｇ）、喜茂別町（大学）、沼田町（厚生労働省）、礼文町（Ｄ）、清里町（Ｄ、Ｇ）、
上士幌町（Ｄ、Ｇ）、更別村（金融庁）

青森県 青森市（Ｄ）、十和田市（Ｄ）、大鰐町（Ｄ）

岩手県 宮古市（Ｄ）

宮城県 名取市（Ｄ）、岩沼市（Ｄ）

秋田県 横手市（民間）、由利本荘市（総務省）

山形県 寒河江市（Ｄ）、上山市（民間、Ｄ）、長井市（Ｄ、Ｇ）、東根市（Ｄ）、高畠町（Ｄ）、小国町（民間）、飯豊町（Ｄ）

福島県 喜多方市（経済産業省）、南相馬市（民間）、会津美里町（Ｄ）、富岡町（民間）

茨城県 古河市（民間）、常陸太田市（経済産業省）、かすみがうら市（経済産業省）、桜川市（国土交通省）

栃木県 日光市（Ｄ）

群馬県 安中市（民間）、みどり市（民間）、上野村（Ｇ）

埼玉県 行田市（Ｄ）、川島町（Ｄ）

千葉県 勝浦市（会計検査院）、君津市（Ｇ）、いすみ市（民間）、栄町（Ｄ）、鋸南町（Ｄ）

東京都 昭島市（Ｄ）

新潟県 三条市（経済産業省）、加茂市（Ｄ）、阿賀野市（Ｄ）、佐渡市（経済産業省、民間、Ｄ）、関川村（民間、Ｄ、Ｇ）

富山県 氷見市（Ｄ）

石川県 羽咋市（Ｄ）、白山市（民間、Ｄ）

長野県 上田市（Ｄ）、駒ヶ根市（Ｄ）、立科町（Ｄ）、売木村（大学）

岐阜県 美濃加茂市（民間）、飛騨市（民間）、海津市（民間）

静岡県 磐田市（Ｄ）、焼津市（Ｄ）、袋井市（Ｄ）、湖西市（経済産業省）

愛知県 岡崎市（Ｇ）、豊田市（Ｄ）

三重県 志摩市（Ｄ）

滋賀県 長浜市（Ｄ）、甲賀市（民間）

京都府 亀岡市（民間）

大阪府 豊中市（Ｄ）、茨木市（Ｄ）、泉佐野市（Ｄ）、河内長野市（経済産業省）、大東市（Ｄ）、高石市（環境省）、河南町（Ｄ）

兵庫県 姫路市（Ｄ）、加西市（民間）、南あわじ市（経済産業省、民間）

奈良県 奈良市（民間）、葛城市（総務省）、田原本町（総務省、Ｇ）、明日香村（文部科学省）、吉野町（総務省）

和歌山県 田辺市（民間、Ｄ）

鳥取県 琴浦町（Ｄ）、北栄町（Ｄ）

島根県 出雲市（国土交通省）

岡山県 新見市（総務省）、真庭市（農林水産省、Ｇ）、浅口市（農林水産省）、奈義町（民間、Ｄ）、美咲町（大学）

広島県 福山市（Ｄ）、廿日市市（Ｄ）、安芸太田町（国土交通省、Ｄ）

山口県 山口市（Ｄ）、防府市（Ｄ）、光市（Ｄ）、美祢市（法務省）、周南市（Ｄ）、山陽小野田市（Ｄ）

徳島県 美馬市（Ｄ）

愛媛県 今治市（民間）、西予市（総務省、Ｄ）

高知県 黒潮町（Ｄ）

福岡県 田川市（総務省）、太宰府市（総務省）

長崎県 長崎市（Ｄ）、西海市（Ｄ）

熊本県 八代市（総務省）、水俣市（財務省）、天草市（総務省）、長洲町（Ｄ）、あさぎり町（総務省、Ｄ）

宮崎県 都城市（Ｄ）、都農町（財務省）

鹿児島県 鹿屋市（民間）、薩摩川内市（総務省）、日置市（民間、Ｇ）、霧島市（Ｄ）、南九州市（Ｄ）、さつま町（Ｄ）、知名町（Ｇ）

沖縄県 那覇市（Ｄ）、宜野湾市（Ｄ）、糸満市（経済産業省）、豊見城市（Ｄ）

合計 128市町村（うち国家公務員33市町村、大学研究者３市町村、民間人材25市町村、Ｄ72市町村、Ｇ13市町村）

現在派遣を受け入れている市町村一覧（令和４年７月１日時点）

注1：市町村名の後の（ ）内は、派遣元府省名、民間、大学を表す。
また（ ）内の「Ｄ」「Ｇ」は、民間のうちデジタル分野またはグリーン分野からの派遣。

注2：合計欄の合計市町村数と（ ）内の内訳は、一つの市町村が複数の派遣元から派遣者を受け入れている場合があるため、合計と
一致しない。
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